
海洋基本計画及び総合海洋政策本部について

（海洋基本法（平成19年法律第33号）（抄））

第二章 海洋基本計画

第十六条 政府は、海洋に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、海洋に関

する基本的な計画（以下「海洋基本計画」という。）を定めなければならない。

２～４ （略）

５ 政府は、海洋に関する情勢の変化を勘案し、及び海洋に関する施策の効果に関する評

価を踏まえ、おおむね五年ごとに、海洋基本計画の見直しを行い、必要な変更を加えるも

のとする。

６・７ （略）

第四章 総合海洋政策本部

（設置）

第二十九条 海洋に関する施策を集中的かつ総合的に推進するため、内閣に、総合海洋

政策本部（以下「本部」という。）を置く。

（所掌事務）

第三十条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 海洋基本計画の案の作成及び実施の推進に関すること。

二 関係行政機関が海洋基本計画に基づいて実施する施策の総合調整に関すること。

三 前二号に掲げるもののほか、海洋に関する施策で重要なものの企画及び立案並び

に総合調整に関すること。

（組織）

第三十一条 本部は、総合海洋政策本部長、総合海洋政策副本部長及び総合海洋政策

本部員をもって組織する。

（総合海洋政策本部長）

第三十二条 本部の長は、総合海洋政策本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理大

臣をもって充てる。

２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。

（総合海洋政策副本部長）

第三十三条 本部に、総合海洋政策副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、内閣官房

長官及び海洋政策担当大臣（内閣総理大臣の命を受けて、海洋に関する施策の集中的

かつ総合的な推進に関し内閣総理大臣を助けることをその職務とする国務大臣をいう。）

をもって充てる。

（総合海洋政策本部員）

第三十四条 本部に、総合海洋政策本部員（以下「本部員」という。）を置く。

２ 本部員は、本部長及び副本部長以外のすべての国務大臣をもって充てる。
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